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0． はじめに 

0-1 問題意識 

2018 年 12 月 18 日、世界経済フォーラムが「世界ジェンダー・ギャップ報告書 2018」を発表し、そ

こでの「男女平等ランキング」において日本は調査対象国 149 ヶ国中 110 位であった。110 位という順

位は、過去最低を更新した 2017 年の 114 位よりは 4 ランク浮上したものではあるものの、依然として

G7 で最下位の数字である。同フォーラムは、今回ギャップがわずかに解消した主な背景として「過去 1

年間で職場環境が若干改善した」ことをあげている一方で、「日本は依然として相対的に、男女平等が進

んでいない経済圏の 1つ」と厳しく指摘している（泉谷、2018）。 

対して、「ジェンダー・ギャップ」が小さい国としてランキングの上位に位置した国は、1 位から順に

アイスランド、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドと、北欧諸国が独占している。その中でも、

2014年に「フェミニスト政府」を世界で初めて自称したスウェーデンは、男女平等政策を国の重要政策

に位置付けている社会福祉国家として有名だ。1年間の育児休暇の内 90日間は父親が取得しないと消滅

してしまう法律や、1 年間の育児休暇を半分ずつ取ったカップルには育児休暇手当（給料の 80％）の他

に 5,000kr（約 65,000 円）の奨励金が支払われる制度は、男性の育児参加を進めるための代表的な政策

としてあげられよう。 

実際に、筆者が 2017 年 8 月から 2018 年 6 月にかけてスウェーデンに留学した際も、同国において

「男女平等」の意識が浸透していることは日々感じられた。例えば、街中で男性がベビーカーを押して子

守をしているのを見かけるのは日常茶飯事であったし、スウェーデン人の友人の家に遊びに行った時も、

お母さんがデザートを、お父さんが得意のメインディッシュを料理し、二人で仲良く振舞ってくれた。友

人から、「スウェーデンでは男性が女性の分の食事代を払おうとすると、女性が（自分のことを不等に扱

っていると思って）嫌がるんだよ」という話や、「この国では、専業主婦にステータスはあんまりないか

な。だから女性もみんな働いている」「育児休暇は知り合いのお父さん同士が同じタイミングでとって、

一緒に子守をすることもあるんだ」という話を聞いた。もちろん、スウェーデンで暮らす人全員の考えを

把握したわけではないが、少なくとも私の周りでは、ご飯を作るときは「男性陣も手伝う」ではなく「男

女共に」であったし、カフェに行くと赤ちゃんをあやしているお父さんたちの姿があった。 

しかし、実はスウェーデンにおける「男女平等」の風景は昔から当たり前にあったわけではない。諸外

国の例にもれず、家父長制の時代があり、「男は仕事、女は家事育児」という性別役割分業観が支配的だ

った時代も経験している。スウェーデンの女性が参政権を取得したのは 1921 年であるが、1960 年の女

性の労働力率は 50％に留まり、当時の日本と似たような水準で、さらに小さな子供をもつ女性に限って

みると 38％に過ぎないような状況であった（Lundberg & Åmark、2001)。しかしその後、男女共同参画

に関する議論がより活発に行われるとともに、様々な政策が施行され、その中で「男女ともに、仕事も生

活も」という社会の実現がなされていったのである。筆者が自身の留学での一番の学びであったのは、

「社会全体での意識変化というのは起こり得る」ということであり、今まで日本の社会変革に対して悲

観的に捉えていた筆者であったが、「日本でも、社会全体に根強く残っている性別役割分業意識が数十年

後には薄れ、男女平等/男女共同参画が実現しているかもしれない」と考えるようになったのである。 

その一方で、留学後の就職活動や友人との会話を通して、果たして仕事と家庭の両立をするようになる

女性は増えるようになるのだろうか、とも考えるようになった。日本でも男女共同参画を推進するため、



政府や民間企業などが様々な取り組みを行っている。依然として日本社会は女性が「両立」が実現しにく

い社会であることは否定できないため、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作るための制

度設計は必要だと言えよう。しかしながら、「両立」を理想とする人がいる一方で、そもそも「両立」を

理想としていない人も、自身の友人の話を聞く限り一定数いる。これは、社会がそうさせている、という

面もあるが、それ以外に自分の自由意思としてそう選択している、という面もあるはずだ。だとすれば、

その意識の規定要因は果たして何であるのだろうか、という疑問を持つようになったのである。 

 

 

0-2 研究内容 

本論文では、性別役割分業意識とライフコースの規定要因をテーマとし、第 1 章で性別役割分業をめ

ぐる意識と実態の国際比較を行う。OECD 諸国における家族政策を比較するとともに、その根底にある

各国の社会福祉に対する考え方も確認する。さらに、性別役割分業意識の多次元性と日本社会での専業

主婦の位置づけについても検討する。続いて第 2 章では、日本社会における性別役割分業意識の趨勢を

確認する。自身のスウェーデン留学を通して感じた「社会全体での意識変化というのは起こり得る」とい

う気づきから、そもそも人々の性別役割分業意識というのはどのようにして規定されているのかという

ことについても見ていきたい。第 3 章では現代の女性たちはどのようなライフコースを理想としている

のか。またその実現度がどの程度のものなのか、そしてその理想を断念/実現する規定は何であるのかを

先行研究を調べて確認する。最後に第 4 章では、Web アンケート調査を実施し、第 2 章での性別分業意

識の趨勢や第 3 章の女性のライフコースの分析に関する先行研究の結果からたてた仮説と、アンケート

調査の結果を照らし合わせる。同調査は筆者の交友関係内であるため、日本社会全体の傾向を映すこと

にはならないが、現役女子大学生 113 人の回答が男女共同参画の制度設計におけるひとつのサンプルと

して提示できれば、と考えている。 

 

 

1． 性別役割分業をめぐる意識と実態の国際比較 

 1-1 男女共同参画をめぐる現状 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」との意見に賛成する割合と反対する割合を男女別にみてみ

ると、男性は女性の意識変化に比べて 10年程度タイムラグがあり、反対派が賛成派を上回った年は女性

で 1999 年頃、男性で 2008 年頃となっているが、全体的に見ても 1979 年度の同様の調査で反対派がわ

ずか 20.4％しかいなかったことを鑑みても（佐々木、2012）、性別役割分業意識に対する意識が大きく転

換してきていることがわかる。 

 

図１ 性別役割分業意識についての賛否の割合の推移 



 

抜粋：「JGSS 累積データ 2000-2010 にみる日本人の性別役割分業意識の趨勢」（佐々木、2012）より 

 

しかしながら西洋諸国と日本の年齢階級別労働力率を比較すると、日本の女性の労働力率は全体とし

て上昇傾向にあるものの、年齢階級別にみると 30～34 歳層を底とする M 字カーブを描き、依然として

子育て期に就業を中断する者が多くなっているのが実情である（図 2）。諸外国の女性の 1970 年代から

の年齢別労働力率の推移をみると、各国とも労働力は上昇しおり、例えば米国、スウェーデンについて

は、1980年代には既に逆 U字型を示しているし、英国，フランス，ノルウェーなどは，1970 年代，80

年代は M字カーブを示していたが，2005年には完全に M字カーブの底が消滅して逆 U 字カーブを形成

するまでに至っている（内閣府、2007）。 

 

図２ 女性の労働力率の国際比較 

 

抜粋:「諸外国における女性の活躍推進に向けた諸制度の調査」(日興フィナンシャル・インテリジェンス、2014）より 

 

 

さらに育児期にある夫婦の家事・育児の時間の国際比較をすると、日本の男性の家事・育児の時間は

0.4時間と他の先進諸国に比べて目立って低いこともうかがえる。 



 

図 3 6歳未満の子どもを持つ夫婦の育児・家事の時間 －国際比較－ 

           女性                     男性 

 

抜粋：「「平成 28 年社会生活基本調査」の結果から ～男性の育児・家事関連時間～」（内閣府男女共同参画局、2017）より 

 

固定的性別役割分業については日本でも否定派の方が多くなっているにも関わらず、図２・３にあるよ

うに、「男性は外で仕事をし、女性は内で家事・育児」という分担から抜け切れていないのが実情なのだ。

では、性別役割分業に対する意識と実態に乖離があるのはなぜなのだろうか。 

 

 

 1-2 意識と実態が乖離する要因 

1-2-1 社会福祉レジームと家族政策の位置づけ 

意識と実態の乖離を生む要因として考えられることの 1 つは、社会のシステムが国民の意識をサポー

トするような制度設計になっていないというものである。内閣府が 2005 年に行った「少子化社会に関す

る国際意識調査」1の分析を行った山名（2011）によると、フランスやスウェーデンでは、性別役割分業

意識が弱ければ末子の年齢にかかわりなく就業することができるようになっているが、日本は性別役割

分業意識が弱くても、小さい子供がいることによって職業選択および常勤選択、パートタイマーの選択

の確率が低くなっていた。このことから、仕事と家庭を両立するための支援制度が十分に整っていない

ことが、国民の意識に行動を伴わせられない原因の１つになっていると考えられよう。実際に、OECD 諸

国における家族政策のための支出規模を比較すると、日本はスウェーデンやフランスなどの国に比べて、

その支出額の割合は小さい（図 4）。 

 

図 4 各国の家族関係社会支出の対 GDP 比の比較（2003 年） 

                                                 
1 調査対象：日本、韓国、アメリカ、フランス、スウェーデンの 20歳から 49歳までの男女、調査時

期：2005年 10～12月、調査方法：各国とも 1000 サンプル回収を原則とし、調査員による個別面接調

査、抽出方法と回収数：日本（層化二段無作為抽出法）1,115（うち女性 614）、アメリカ（割当法）

1,000（うち女性 528）、フランス（割当法）1,006（うち女性 528）、スウェーデン（割当法）1,019（う

ち女性 524）、韓国（割当法）1,004（うち女性 493） 



 
抜粋：「主要国の家族政策と家族関係社会支出の国際比較」内閣府（2007）より 

 

では具体的に、家族支援が手厚いとされているスウェーデンやフランスではどのような政策が講じら

れているのだろうか。スウェーデンは男女平等を福祉国家の中心理念の一つにおきつつ、子どもの福利

厚生の維持・向上を重要な政策理念として位置付けている。1 歳から 5 歳の子どもの 80％以上が公立の

保育所におり、6歳から 9歳の学童期にあたる子の４分の３が学童保育サービスを受けている。父親の育

児休業取得期間制度のように、子育てにも父親が積極的に参加するような政策的な圧力を加えつつ、仕

事と家庭の両立を目指している。なお、家族支援としての層の厚いフランスとスウェーデンを比べると、

スウェーデンの家族政策は就労と密接にリンクした政策が展開されている点が特徴的である（白波瀬、

2009）。スウェーデンでは、働くか働かないかの選択を個人にゆだねたうえで政策を展開するというより

も、社会的な政策自体が働くことを前提として設計されている。そのため、働くのをやめて子どもを育て

る選択は十分に考慮されているとはいえない。働かない選択をとる自由度が低いデメリットはあるが、

働くことを前提とするからこそユニバーサルで質の高い政策展開が可能となっていると白波瀬（2009）

は指摘する。 

一方でフランスの家族政策は、スウェーデンに比べると、就労と切り離して位置付けられたものであ

り、親が望めば家庭で子供を育てたり、あるいは家庭に子育てヘルパーを雇い入れたりすることが可能

である（白波瀬、2009）。親は高いコストを払うことで（公的な保育サービスに関わるコストの一部は、

働く親から所得に応じて徴収される）、その見返りとして政府による質の高い子育て支援を受けることが

できる。子をもつ女性ともたない女性の間の賃金格差は小さく、子をもつことによる機会費用はフラン

スの充実した家族政策に支えられて低く抑えられている。ただし、子どもをもつ世帯内での経済格差は

無視できず、母親の就労状況や世帯の経済状況によってサービスの利用の仕方が異なっている（白波瀬、

2009）。例えば、高所得層は個人を雇い入れて子育てを依頼する場合が多いのに対して、中・低所得層は

集団の保育を利用する傾向にある。その意味で、スウェーデンはユニバーサルという名のもとで子育て

メニューも高い質を確保しつつ標準化されていると言える。 

 



ところで、スウェーデンとフランスは比較福祉国家論2の立場から位置付けると、それぞれ「社会民主

主義福祉国家」と「保守主義福祉国家」に分類されるのだが、確かに、それぞれの家族政策は、各福祉国

家グループにおける福祉レジームの特徴を反映している。そこで、図 4で示されたアメリカ、イギリス、

ドイツ、イタリアについても各福祉レジームに沿って簡単に確認したい。 

アメリカなどのアングロ・サクソン諸国が分類される自由主義レジームは、小さな国家、リスク管理に

対する個人的責任、市場中心の問題解決を志向している（Esping-Andersen、2006）。機会の平等や個人

の自己責任が重視され、公的制度による社会保障は、必要最小限の限られた人（貧困層など）に必要最小

限の額を給付する傾向がある。子育て等も個人的責任で行うものと位置付けられており、必要な支援サ

ービスは市場を通じて購入するなどの自助努力による対応を求められる。実際に、日本と同様に対 GDP

の家族政策支出割合が低くなっていたアメリカでは子供をもつ世帯全体を対象とした普遍的な家族政策

は展開されておらず、特別のニーズを持つ家族にターゲットを当てた政策が中心となっている。イギリ

スも、女性就労、家族に対する支援という点ではアメリカと同様に限定的で、公立施設は少なく、企業内

施設や民間施設が主体である（白波瀬、2009）。 

ドイツ、フランス、イタリアなどの大陸ヨーロッパ諸国が分類される保守主義レジームは、リスクの共

同負担（連帯）と家族主義を志向している（Esping-Andersen、2006）。保守主義レジーム諸国では、国

家主義の考え方や、カトリック教会が社会サービスを主導的に担ってきた長い伝統の影響から労働市場

参加の有無に関わらず一定のサービスを受けることが可能だが、男女の性別役割分業などの伝統的な家

族主義が重視されている。その影響からか、社会保障制度は家族が扶養責任を果たせないときのために

用意されており、また、現物給付より現金給付が多いという特徴を持つ。例えば日本と同様に低出生率に

悩むドイツは、男性世帯主型モデルからの脱却が不十分であり、仕事か家庭かの二者択一が強いられる

制度設計と強い家族規範がある。児童手当の水準は高く、3年間の育児休業も保障されているが、保育サ

ービスの整備水準が低いため、近年保育施設の増設などが図られている（白波瀬、2009）。宗教的な背景

もあって結婚や家族に対する考え方が未だに固定的であると言われているイタリアやスペインは、個人

の生き方が多様化しているにもかかわらず、社会の諸制度がこれらの新たなニーズを十分受け止めるこ

とができずにおり、それが低出生率となって顕在化している（白波瀬、2009）。フランスも、充実した家

族政策をとっているが、確かにサービスの大半は現金給付であり、母親にターゲットをあてた子育て両

立政策になっている、という点でこのレジームの特徴と一致している。 

なお、エスピン・アンデルセンは日本を福祉国家類型の中で「ハイブリッド型」と位置付けている（白

波瀬、2003）。家族に人々の生活保障機能の第一義的役割を見出し、協調的な労使関係が認められる点に

おいては保守主義型であるが、市場原理を積極的に取り入れた自由主義型の特性も併せ持つためである。 

社会民主主義レジームの典型例としては、スウェーデン、デンマーク、ノルウェーなどの北欧諸国が挙

げられる。このレジームは、普遍主義、リスクの包括的な社会化を志向している（Esping-Andersen、

2006）。これは、高所得者であれ低所得者であれ、皆が同じ権利を持ち、同じ給付を受けるというもので

あり、また、家族や市場が福祉に果たす役割は小さく、国家が中心的役割を担っているのが特徴である。

他のレジームに比べて現役世代への給付が手厚く、社会保障給付は現金給付よりも現物給付（金銭では

                                                 

2 比較福祉国家論の代表的な提唱者である Esping-Andersen（2006）の指標に従うと、福祉レジーム

は、自由主義レジーム、保守主義レジーム、社会民主主義レジームの 3つに類型化される。 

 



なくサービスの給付）が多い。確認したように、スウェーデンは学童保育サービスが充実しており、働く

ことを前提とした、ユニバーサルな政策展開がなされている。 

  

 

 1-2-2 “性別分業意識”の多次元性と専業主婦の位置づけ 

前項で、意識と実態の乖離がある要因の一つとして、家族政策の違いを考え、日本と対照的に家族政策

や育児支援制度が充実しているフランスやスウェーデンの取り組みと、その根底にある各国における福

祉に対する考え方を確認した。しかし、福祉レジームの違いは家族政策の方針や社会制度の違いを生ん

ではいるものの、現在はどの社会福祉国家においても「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」という

性別役割分業に対しては否定的な意見の方が多くなっていた（図 1）。そのため、仕事と家庭を両立する

ための支援制度が十分に整っていないことは、国民の意識に行動を伴わせられない原因の 1 つとして考

えられる一方で、日本の女性就労率に M字型曲線が見られることや、男性の家事・育児の時間は他の先

進諸国に比べて目立って低いこと、といった実態がある理由を説明しきれていないといえる。 

これについてはまず、細川（2018）が分析において紹介した、大和（1995）の「“性別役割分業意識”

は多次元的である」という指摘がその理由の一つになると考える。“性別役割分業意識の多次元性”とは、

「女性のケア役割」を肯定するメカニズムによって、「『男は仕事、女性は家庭』という考え方に反対だが、

女性は家事・育児に向いていると思う」という場合がある、というものである。つまり、「男性は外で働

き、女性は家庭を守るべき」という固定的性別役割分業意識は、女性の社会進出が進み、男女平等が謳わ

れる社会の中で古い価値観として捉える人が増えている一方で、「女性のケア役割」の期待が未だに根強

く人々の意識下にあるために、性別役割分業的な実態が残っているのではないだろうか。 

実際に、白波瀬（2009）も「三つ子の魂百まで」という言葉に表れるような、日本社会における幼い子

をもつ母親への高い役割期待を指摘している。さらに白波瀬は、専業主婦であることへの日本社会の評

価の高さについても言及している。図 5 は、「専業主婦は家庭の外で働くことと同じくらい価値がある」

に対する意見である。日本は 7 割以上が賛成だとしており、アメリカも過半数が賛成となっているが、

ドイツやスペイン、フランス、スウェーデンといった国々は、専業主婦は外で仕事を持つほどには価値が

ないと否定的な見解を示している。 

参考：『日本の不平等を考える 少子高齢化社会の国際比較』（白波瀬、2009）より筆者作成 
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図5 「専業主婦は働くことと同じくらい価値があ

る」に対する考え方の国際比較

反対 どちらでもない 賛成



 

アメリカの東洋史研究者であるエドウィン・O・ライシャワーは、日本においてフェミニズム運動が盛

り上がらない理由のひとつに、日本の主婦は財布を握っていて家での実権を持っていることを指摘した

という（白波瀬、2009）。家の家計を握ることが、実質的に家庭での実権を持つことにつながるとは必ず

しも限らないが、日本社会での専業主婦の位置づけが他の先進諸国と異なっていることや、「女性のケア

役割」への期待の高さが、性別役割分業体制を生んでいるのかもしれない。そこで次章では、細川（2015）

にならい、性別役割分業意識を「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と、「女性の方が

家事・育児に向いている」意識の 2 つを区別しながら、日本社会におけるその意識の趨勢を確認してい

きたい。 

 

 

２． 性別役割分業意識の趨勢とその規定要因 

 2-1 母性観の構築 

なぜ人々は、「女性の方が家事・育児に向いていると思う」という意識を持っているのか。M字型の就

労曲線に表されるような、出産・育児期にあたる女性が家庭に入って育児に専念する実態の背景には「女

性は生来的に育児の適性に恵まれている」とする母性観の影響が強く存在していると言われている（大

日向、2000）。しかしながら、「女性は生来的に育児の適性を有しており、乳幼児期の育児は母親が家庭

で専念するのが子供のために最も望ましい」という母性観が、実は近代以降の社会的要請に即して作ら

れた理念であることはあまり知られていない。そこで本節では性別役割分業意識の趨勢を追う前に、香

山（2010）を参照し、その意識を支える母性観がそもそもどのようにして日本社会において形成されて

きたのか、その過程を確認する。 

 

近代以降の日本社会が母性愛の素晴らしさを理由に掲げて家族政策、人口政策を実施した時期として

は、主に 5つ認められる。第 1期は 1898 年の民法施行に始まる十数年間、第 2は資本主義が導入された

大正期、第 3 は「産めよ増やせよ」のかけ声とともに母性賛歌が強められた第 2 次世界大戦期、第 4 は

戦後の高度経済成長期、第 5は低成長期に入ってからの福祉予算削減期である。 

 

◆第 1の時期：1898年の民法施行から後の十数年間 

この時期は明治政府が維新当初の開明的政策から富国強兵策と転じたときであり、欧米に負けない強

い国家の構築を目指して、国家のために強い兵士となる子を産む母の役割が重視された。ただし、この時

は母親だけが政策の対象とされたわけではなく、家族そのものが国家を支配するための基礎単位として

位置づけられた点が、後の各時期と異なっている。 

 

◆第 2の時期：1920年代における母性強調 

1920年代の大正期になると、母性強調の対象が直接的に母親に向けられていき、子どもの発達と教育

の鍵は母の愛と献身に委ねられるのだという精神主義的な要素を前面に出した母性強調へと転じる。こ

うした風潮は、当時登場し始めた育児雑誌での発言にも顕著に認められる（香山、2010）。この時代にこ



のような形で母性愛を強調する必要性が生じた理由として、資本主義の導入に伴う勤労者家庭の出現が

あげられる。都市に働きに出てきた勤労者の家庭はそれまでの村落共同体の中で成立していた大家族と

は異なり、夫が外で働き、妻が家庭を守るという形態の核家族であり、性別役割分業に基づく家族形態は

資本主義体制の維持強化に不可欠だったのである。こうして、一部の富裕な知識階層の女性たちの中か

ら専業主婦となり、近代的な理念に従って育児に専念する母親が出現する。 

 

◆第 3の時期：第二次世界大戦下における母性強調 

1937年の日中戦争、1941年の第二次世界大戦突入に始まる戦時下の時代は、「軍国の母」一色だった。

この時代の母性賛美は「産めよ増やせよ」という戦時下の人口政策に起因しており、また子どものために

は喜んで自己を犠牲にするという日本の母の心が、世界に比類のない、国家の結合原理、道徳の根本と主

張されていた。母性愛を直接的に讃えながら国家支配に利用したこの時期の母性強調は、明治政府の富

国強兵政策に比べて数段の強化が図られたものであったと言える。 

 

◆第 4の時期：高度経済成長期における母性強調 

第二次世界大戦後の 1950 年代半ばから 1960 年代にかけては、高度経済成長時代を迎えて、経済体制

を支えるための母性強調が行われている。男性がいわゆる企業戦士として労働の場でその力を発揮でき

るように、家庭は働く夫が疲れを癒し、明日からのエネルギーを再生産する場であると同時に、未来の良

質な労働力を産み育てる機能が期待されたのである（香山、2010）。 

 

◆第 5の時期：低成長期における母性強調 

戦後の高度経済成長に陰りが見え始めた 1973 年以降は、低成長時代に即した母性強調が行われてい

る。福祉予算削減を目的とした「日本型福祉社会」構想が打ち出され、そこでは乳幼児保育と高齢者介護

にかかわる福祉予算の切り捨てが主眼となり、代わって家族機能を強化する方向で福祉問題の解決が図

られるようになる。すなわち、具体的には家庭基盤充実政策が打ち出されて、子どもの養育や高齢者扶養

は「女性特有の慈愛と献身」の素晴らしさに委ねるのが日本の美しい伝統だとする母性観が強調された

のである。 

 

このように、富国強兵に始まり、資本主義の維持強化、第二次世界大戦中の人口政策、高度経済成長期

の労働力の確保、そして低成長期の福祉予算削減と、各時代の社会的・政治的・経済的要請はそれぞれに

異なっている。しかし、いずれの時期も家族が社会的・政治的問題解決のための対象とされており、特に

家庭内の女性の家事育児機能を母性として強調することによって、その時々の社会問題の解決が図られ

てきた点が共通していると言えよう。 

 

 

 2-2 性別役割分業意識の趨勢 

 前項において、戦前から戦後、そして高度経済成長期、低成長期にかけて家庭内の女性の家事育児機能

が強調され、母性観、そして性別役割分業が日本社会で確立されていったことを確認した。しかしその

後、母性観は国民の意識に根付きながらも、女性の高学歴化や社会進出が進む中で固定的な性別役割分



業に対する肯定的な意見は減少していくことになる。ところが内閣府による「男女共同参画社会に関す

る世論調査」の 2012 年調査で、肯定割合が再び上昇し過半数を占め、ジェンダー意識の揺り戻しが指摘

される。このことを受けて、細川（2015）は「社会階層と社会移動」調査データ（以下 SSMデータ）を

用いて 1985 年から 2015 年にかけての性別役割分業意識の趨勢を分析している。そこで、本節では細川

（2015）の分析を参照し、性別・年齢（出生コーホート）・学歴・就業状況といった個人属性ごとに、「男

性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と、「女性の方が家事・育児に向いている」意識の 2

つを区別して、その意識の変動を把握する。また、佐々木（2012）による統計分析も参照した。 

 なお、SSM 調査とは 1955年以来、10年に一度、全国規模で無作為抽出により実施されている社会学

者による日本最大規模の調査であり、日本の３大社会調査（日本人の国民性調査、NHK 国民生活時間調

査と共に）の一つと言われているものである。調査主体は回によって異なっている。SSM 調査において

性別役割分業意識に関する質問項目が導入されたのは 1985 年の女性票からであり、この年から初めて女

性が調査対象となった（細川、2015）。1985 年時点においては「男性は外で働き、女性は家庭を守るべ

きである」という質問項目はあったが、「女性の方が男性より家事・育児に向いている」という項目は導

入されておらず、後者の質問が導入されたのは 1995年調査からである。また、男性に対して 2つの質問

項目が導入されたのも 1995 年からとなっている。 

 

 2-2-1 男女別 性別役割分業意識 

以下の図 6、7は男女別に見た年次ごとの固定的性別役割分業意識の回等分布である。グラフの結果か

ら、男女ともに「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という意識に対して肯定的な減少傾向

にあることがわかる。特に女性の肯定的な回答は、30 年間で大幅に減少している。また、従来固定的で

あると思われていた男性の意識についても 20 年間で変化し、2015 年には半数以上が否定的な回答を示

しているのがわかる。 

 

図 6「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」女性（％） 図 7「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」男性（％） 

 
抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

 続いて、図 8、9は男女別に見た年次ごとの「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識の回

等分布である。性別役割分業意識（「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識）と同様に男

女とも肯定的な回答は減少傾向にあるが、肯定的な回答は性別役割分業意識よりも全体的に高い。特に



男性は 2015 年であっても肯定的な回答が半数以上を占めており、女性の家事や育児役割を重視している

ことがわかる。女性に関しても「そう思う」の回答は減少しているが、驚くべきことに肯定的な回答は 4

割以上となっている。 

 

図 8「女性の方が男性より家事・育児に向いている」女性（％）   図 9「女性の方が男性より家事・育児に向いている」男性（％） 

  

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

 2-2-2 出生コーホート別 性別役割分業意識 

 図 6～9 から、40 年間（30 年間）で否定的な回答が増加していることがわかったが、どのような要因

によってその変化はもたらされたのだろうか。細川（2015）が指摘する 2 つの主な要因が、時代の変化

と出生コーホートによる変化である。まず、時代の変化によって、どの出生コーホートにおいても調査年

度が進むにつれて否定的な回答が増加したため全体としても意識が変化したという見方が１つ。そして、

出生コーホートによる変化というは、調査年度が進むにつれて新たなコーホートが流入し、古い世代の

コーホートが調査対象から外れることによって、全体の意識が変化しているように見える、ということ

である。以下、時代による効果と出生コーホートによる効果を確認するため、出生コーホート別に意識の

分布を見ていく。また、ここからは女性のみが分析の対象となっている。 

 

 図 10 は 10 歳刻みの出生コーホート別にみた「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識

の肯定割合の年次推移である。女性において、調査年度 1985 年から 95 年にかけて全てのコーホートに

おいて肯定的な回答が減少し、特に 1956年—65年出生コーホート（85年調査時：20代、95年調査時：

30 代）のコーホートは 30％ほども減少している。これは前述したように時代変化が起きたことを示して

いる。この期間、1985年に男女雇用機会均等法の制定や女性差別撤廃条約の批准など政策面での男女平

等の動きがあり、細川（2015）は、こうしたことを変動の一因として推察している。一方 95年から 2005

年にかけては、すべてのコーホートにおいてほとんど変化が見られず、時代変化の影響は小さいと言え

る。続く 2005 年から 2015 年にかけては、緩やかではあるが、すべてのコーホートにおいて肯定割合が

さらに下がっている。ただし、1985 年から 2005 年調査では、若年層ほど肯定割合が低いという年齢効

果が見られたのに対して、2015 年調査では、1986-94 年（2015 年：20 代）、1976-85 年（2015 年：

30 代）、1966-75 年（2015 年：40 代）のコーホートでほとんど差異が見られず、むしろ 1956-65 年



（2015 年：50 代）コーホートが最も肯定割合が低い、という結果になっている。 

 

図 10 女性・出生コーホート別「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 続いて図 11は、10歳刻み出生コーホート別にみた「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意

識の肯定割合の年次推移である。この意識については、1995 年から 2005 年にかけて、2005 年から 2015 

年にかけて、1936-45 年コーホートを除くすべてのコーホートにおいて緩やかに肯定割合が下がってお

り、時代的な変化があったことが推察される。しかしながら、その変化は非常に小さく、この意識が「男

性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と違って固定的であることがわかる。 

また、2015年は若年層の肯定割合が高く、1986-94年（2015 年：20代）コーホートに関してはおよそ

半数が肯定的回答を示している。従来の先行研究では「年齢が低いほど性別役割分業意識は低く、若年層

ほど脱伝統的な意識を持つ」という一貫した傾向が見られていたが（細川、2015）、図示したとおり近年

ではその傾向は単なる線形関係ではなくなってきていることがわかる。 

 

図 11 女性・出生コーホート別「女性の方が男性より家事・育児に向いている」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 



 こうした図 10、11に見られるような、若い世代における意識の揺り戻し傾向は、佐々木（2012）が行

った世代効果の検証においても確認される。佐々木（2012）による回帰分析によると、男女ともに、1930

年前後生まれのコーホートが最も固定的な性別役割分業意識を、1945 年から 1960 年頃までの戦後生ま

れのコーホートが最も柔軟な性別役割分業意識を持っていたが、その後は固定的な性別役割分業意識の

方向へ回帰しており、とくに 1970年生まれ以降の女性は戦前の女性と同じ水準の性別役割分業意識にな

っているのである。佐々木（2012）は若年女性のこうした傾向の原因として、山田（2009）が指摘する

近年の雇用情勢の不安定さを挙げている。つまり、低賃金労働での自己実現や経済的自立の難しさから、

多くの未婚女性が男性に扶養役割を期待するようになっているのではないかというのである。実際に、

佐々木（2012）の分析結果においても、相対的世帯収入が低い、正規雇用でない 20 代から 30 代の未婚

女性が固定的な性別役割分業意識をもつ傾向があり、山田の考察を裏づけるものとなっている。 

 

 

 2-2-3 学歴別 性別役割分業意識 

 図 12 は最終学歴別に見た「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識の年次推移である。

調査年度ごとに肯定的回答の割合が示されている。1985 年から 1995 年の変化3以外は、調査年度を追う

ごとに肯定的回答は低下傾向にあり、また、学歴が高いほど肯定割合が低くなっている。 

 

図 12 女性・最終学歴別「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

図 13 は、最終学歴別に見た「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識の年次推移であり、

こちらも図 12同様に学歴の効果が見られるが、肯定的回答の割合は 2015年の大卒者であっても 4割以

上と高い。さらに、2015 年の高専・専門・短大卒者と大卒者以上の者での肯定割合がほぼ同率になって

いる。これについて細川（2015）は、女性の高学歴化が進む中で、先行研究において指摘されてきた「高

                                                 
3 1985 年から 95年にかけては全体として肯定の割合が増加しているが、これは 1985年の高専・専

門・短大卒者、大卒者がそれぞれ女性全体（N=1445）の 8.7％、5.1％と少ないため、学歴の効果を単

純に比較することは難しいと細川（2015）は指摘している。 



学歴であれば脱伝統的」という単純な線形関係が、「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識

においては今後見受けられなくなる、という可能性を指摘する一方で、近年の他の研究において学歴の

効果が有意であるものは多数あることを受け、学歴を今後検討の必要な変数であると述べている。また、

1985 年では 5.1％であった大卒者が、2015 年では 17.0％と変化している点から、学歴はその内実が 30

年間で大きく異なっているため、そのことも留意すべきであるとしている（細川、2015）。 

 

図 13 女性・最終学歴別 「女性の方が男性より家事・育児に向いている」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

 2-2-4 就業形態別 性別役割分業意識 

 次に就業形態別に見た、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と「女性の方が男性よ

り家事・育児に向いている」意識の年次推移である（図 14、図 15）。なお、就業形態については、調査

対象者本人の「現在の従業上の地位」変数を用いており、経営者、役員、常時雇用を「正規雇用」とし、

パート・アルバイト、派遣社員、契約社員、臨時雇用を「非正規雇用」、自営業主、自由業者、家族従業

者、内職を「自営業」、無職、学生を「無職」としている。 

 図 14、図 15を見ると、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と「女性の方が男性よ

り家事・育児に向いている」意識のどちらとも同様の傾向が見られ、1985 年から 2015 年にかけていず

れの就業形態でも肯定的な回答は減少傾向にあることがわかる。また一貫して無職ほど肯定的であり、

正規雇用者ほど肯定割合が低く否定的になっている。この傾向は佐々木（2012）の分析においても見ら

れ、正規雇用で就労している女性が最も柔軟な性別役割分業意識をもっているのに対して、前述したよ

うに、相対的世帯収入が低い、正規雇用でない 20 代から 30 代の未婚女性に固定的な性別役割分業意識

をもつ傾向が確認されている。 

ただし、正規雇用と非正規雇用について、1985 年、95年、2005 年にはそれぞれ 10％ほどの差が出て

いるのに対して、2015年になるとその差は「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識では

5％ほど、「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識では 3％ほどに縮まっている。 

 



図 14 女性・就業形態別 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

図 15 女性・就業形態別 「女性の方が男性より家事・育児に向いている」肯定（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

 2-2-5 ライフコース別 性別役割分業意識 

 続いて、図 16は年齢層別にみた、ライフコース類型ごとの「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき

である」意識の肯定／否定割合、図 17は年齢層別にみた、ライフコース類型ごとの「女性の方が男性よ

り家事・育児に向いている」意識の肯定／否定割合である。なお、具体的な女性の理想のライフコースの

実現度については、第 3章でみていく。 

 まず、図 16について、30代から 60代までは専業主婦型、末子出生再就職型、末子 6 歳時再就職型、

就業継続型の順で肯定的回答が多く、同様の傾向を示している。専業主婦型、末子出生再就職型、末子 6 

歳時再就職型は、育児期に無職であったライフコースであり、そうした就労パターンであると「男性は外

で働き、女性は家庭を守るべきである」意識が就業継続型と比較すると高くなっていることがわかる。た

だし、今回の数値は統計的に有意な差とはなっていない（細川、2015）。専業主婦型や再就職型は結婚・

育児期に妻・母親役割を担っているため、自身の経験と一致した回答を示したのではないかと解釈する



ことができるが、その一方で、専業主婦型や再就職型であっても否定的回答の割合はどの年齢層におい

てもほとんどが 5 割を超えており、自身の経験と一致していなくても固定的性別役割分業に否定的な層

が多いことがわかる。特に、50 代は他の世代に比べて肯定割合が低く、どのライフコースであってもそ

の割合がほぼ同率であった。これについては図⑤でも確認したように、この調査における 50代のコーホ

ート（1956－65 年出生コーホート）の多くが男女雇用機会均等法前後に就職した世代であることから、

個人のライフコースの影響よりも出生コーホートの効果が強く表れたのではないかと細川（2015）は考

察している。 

 

図 16 年齢層別 ライフコース類型×「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 

 次に、図 17 を見ると、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識と「女性の方が男性よ

り家事・育児に向いている」意識では傾向や特徴がやや異なっていることがわかる。全体的に性別分業意

識よりも肯定的な回答が多く、どの年齢層のどのライフコースタイプであっても肯定的回答率は高い。

傾向としては 50 代から 70 代において就業継続型の肯定的回答が他のタイプよりも低いが、50 代と 70 

代については、その差異は極めて小さい。逆に 30・40 代は就業継続型であっても肯定的回答が 4 割を

超えている。先ほどの「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」意識では、就業継続型の肯定割

合は他のタイプより低いという傾向があったが、こちらはそうした傾向がみられない。 

 

 

 



図 17 年齢層別 ライフコース類型×「女性の方が男性より家事・育児に向いている」（％） 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 なぜ就業継続型であっても「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識が高いのであろうか。

図 18は、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」意識（以下、固定的性別分業意識）と「女性の方が

男性より家事・育児に向いている」意識（以下、家事育児意識）との肯定・否定のパターンを見たもので

ある。回答パターンは、「両方肯定」、「固定的性別分業は肯定、家事育児意識は否定」、「固定的性別分業

は否定、家事育児意識は肯定」、「両方否定」の 4つに分かれる。この結果から、30・40 代の就業継続型

を見ると、「両方否定（青線）」が多いのがわかるが、「固定的性別分業は否定、家事育児意識は肯定（緑

線）」が 3 割以上となっており、他の年齢層の他のライフコースタイプに比べてもその割合が高くなって

いる。性別分業そのものには否定的だが「家事や育児は女性の仕事」と考えている層が比較的多い、とい

うことがわかる。 

 こうした矛盾ともとれる意識について、木村（1998）は、家事や育児の大部分を女性が担う状況にお

かれた場合、意識と行動の不一致による違和感を解消するために、状況に合わせて意識を変化させてい

る可能性があると説明する（細川、2015）。専業主婦型や再就職型は家庭内で妻・母役割を担ってきたた

め、自身の経験と一致するよう固定的性別分業意識に肯定的であることが想像できるが、就業継続型に

関しても、自身が家事や育児を夫より長時間担当している場合、「女性の方が男性より家事・育児に向い

ているか」という質問に対して肯定的になる、ということである。佐々木（2012）の分析においても、

2009年の性別役割分業意識に対する調査で、男女ともに長子の誕生に伴う親役割の発生の可能性が高く

なる 30代の賛成割合が、40代や 50代よりも高いことを受けて、男女共同参画社会の構築が難航してい

る証左であろうと指摘している。 

 



図 18 「固定的性別分業意識」×「家事育児意識」 肯定／否定パターン 

 

抜粋：『女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース』（細川、2015）より 

 

 以上の結果から、性別分業意識に対して専業主婦型や再就職型は就業継続型に比べて肯定的である、

という傾向は見られたものの、その差は有意なものではなく、特に「女性の方が男性より家事・育児に向

いている」についてはライフコースごとに一貫した結果は見られず、自身のライフコースと意識は必ず

しも一致しないということが示唆された。 

 

 

 2-3 性別役割分業意識の規定要因 

前節の性別分業意識の時間点比較において、30年間で性別分業（特に、「男性は外で働き、女性は家庭

を守るべき」意識）に対する肯定的な回答は減少していることがわかったが、さらに 2015年の調査結果

から、近年では先行研究で指摘されてきた個人の属性（年齢、学歴、就業形態）の効果が昔に比べて表れ

にくくなっていることも確認できた。また、女性自身のライフコースと性別分業意識は必ずしも一致し

ていなかった。では、個人の性別役割分業意識はどのようにして規定されるのだろうか。 

 

 JGSS4の個票データを用いて 2000年から 2010 年の日本人の性別役割分業意識の趨勢を研究した佐々

木（2012）の先行研究によると、時代や世代効果の他にミクロレベルでは幼少期の環境が、性別役割分

                                                 
4 10年間に 8度の全国調査を行った日本版総合的社会調査、Japanese General Social Surveys の略。

同調査の対象者は、層化二段無作為抽出によって選定された日本全国に在住する 20-89歳の男女。佐々

木（2012）の研究で使用されたサンプルは、女性 11,027 ケースと男性 9,502 ケース。 



業意識の形成において大きな影響をもつことが示唆されている。同研究では、性別役割分業意識の規定

要因として両親の学歴、15 歳時の都市規模、15 歳時の両親の勤労状態、15 歳時の相対的世帯収入、本

人の学歴、調査時の都市規模、調査時の相対的収入、調査時の本人の就労状況を検証しており、その結果

が表１である。 

 

表 1 柔軟な性別役割分業意識の規定要因（Cross-Classified Random Effects APC Model） 

 

抜粋：「JGSS 累積データ 2000-2010 にみる日本人の性別役割分業意識の趨勢」(佐々木、2012)より 

 

 表 1 の Model 2 を見ると、女性は父親が大学（高専・短大を含む）へ進学している場合、より柔軟な

性別役割分業意識を持つ傾向があるが、男性は両親の学歴と性別役割分業意識に有意な関連は見られな

い。Model 3 では、男女ともに 15歳時に居住していた都市規模と相対的世帯収入は性別役割分業意識に

影響しておらず、一方で母親の就業状態が強い影響を持っていることがわかる。女性にとって幼少期に

母親が正規雇用で就労していると、もっとも柔軟な性別役割分業意識を持つようになるが、父親の勤労

状態は有意な影響はない（ただし父親の学歴の効果は、父親の勤労状態に関わらず有意なままである）。

一方男性にとって、幼少期に父親が自営・家族従業、あるいは父親がいなかった場合に、正規雇用に比べ

て固定的な性別役割分業意識を持つようになっている（佐々木、2012）。 

対して本人の学歴を投入した Model 4 では、男女ともに学歴が高いほど柔軟な性別役割分業意識を持

っていることがわかる。注目すべき点は、Model 3 で有意であった男性の父親の就労状態が有意でなくな

ることだろう。これは、父親の就労状態に関わらず、進学することによって性別役割分業意識に変化が起

こる可能性を示唆している（佐々木、2012）。前節で個人の属性の効果が昔よりは薄れていることを確認

したが、依然として進学が意識の変化に影響を与える可能性をここでは確認できる。Model 5では調査時



の本人の状態を投入しているが、現在の世帯収入や就労状況などを考慮した上でも、出身家族の状況の

効果は残っており、高学歴の父親を持つ女性と、15 歳時に母親が正規雇用で働いた男女は、より柔軟な

性別役割分業意識を持っていた。これらの結果を受けて佐々木（2012）は「幼少期の状況が性別役割分

業意識の形成に強く影響することを暗示している」と述べている。 

 

 さらに大学生と看護専門学校生を対象に調査5を行い、多項ロジット分析を行った大日（2014）は、母

親が両立である場合は、娘が性別役割分業に対して否定的な意識を持つ効果があることを確認し、また

娘の理想ライフコースおよび規範意識に与える効果の違いから、同じ母親の就業であっても再就職と両

立は質的に異なることを示している。 

 

表 2 性別役割分業意識を従属変数とした重回帰分析 

 

抜粋：「若年女性における理想ライフコースの形成要因」(大日、2014)より 

 

 表 2を見ると、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」・「子どもが 3歳くらいまでは母親が育児に

専念すべきである」のいずれの規範意識についても、母親のライフコースが「両立」であることが負の効

果を持っている。一方で、同じ母親の就労であっても、母親の「再就職」は性別役割分業意識に有意な関

連を示してない（大日、2014）。つまり、母親が「両立」で就労している場合に、娘が性別役割分業意識

に対して否定的な意識を抱く可能性がより高くなる、ということが示唆される。 

 

                                                 
5 同調査は、2013 年度日本女子大学人間社会学部福祉学科の演習科目である社会調査実習の一環として

実施された。実施期間は 2013 年 10月～2014 年 2月であり、実施場所と回答者は A 女子大学（4年

制）の 257名・B看護専門学校（3年制）の 70名である。 



３． 女性の理想のライフコースの実現度 

女性のライフコースに関する調査分析には、大きく分けて女性が実際にどのようなライフコースをた

どったのかを明らかにする実態分析と、女性自身がどのようなライフコースを望ましいと考えるかを明

らかにする意識分析の二つがある（岩澤、1999）。雇用職業総合研究所による調査や SSM調査のよう

に、ライフコースの実態についてはこれまでも多くの調査研究がなされている。しかし実態とは別に、

｢どのようなライフコースを望んでいるのか｣ といった理想のライフコースに関する意識の抽出が必要

であると岩澤（1999）は指摘する。たどったライフコースは同じでも、当事者の視点から見ると、それ

が思い通りの結果である場合と不本意な場合があるからだ。そこで本章では、岩澤（1999）が分析した

1987年から 1997年の出生動向基本調査の結果と、ニッセイ基礎研究所が実施した 2018年の調査結果

（久我、2018）を参照し、女性の理想と現実のライフコースについて確認する。 

 

 3-1 理想ライフコース 

国立社会保障・人口問題研究所が 1987 年～1997 年に行った出生動向基本調査によると、25 から 34

歳まで未婚女性の理想のライフコースは、調査回を追うごとに「両立」と「再就職」が増え、「専業主婦」

が減少している（図 19）。 

 

図 19 25-34歳未婚女性の理想のライフコース（％） 

 

抜粋：「だれが「両立」を断念しているのか ―未婚女性によるライフコース予測の分析―」(岩澤、1999)より 

 

これに対し、ニッセイ基礎研究所が 2018 年に行った 25～59 歳の女性 5 千人を対象にした調査6によ

ると、25～59歳の女性で最も多いのは「両立コース」（34.1％）であり、次いで、結婚や出産などを機に

退職し、その後再び働きだす「再就職コース」（25.9％）、そして退職後は専業主婦となる「結婚退職・専

業主婦コース」（13.7％）、「出産退職・専業主婦コース」（10.4％）と続いている（図 20）。年齢階級別に

みても、「両立コース」や「再就職コース」を理想とする女性が多いが、特に 25～54 歳の階級において

                                                 
6 「女性のライフコースに関する調査」、調査時期：2018 年 7月、調査対象：25～59歳の女性、インタ

ーネット調査、調査機関：株式会社マクロミル、有効回答 5,176 



7、年齢が若いほど「両立コース」を理想とする女性が多い傾向にあることがわかる。1980 年代や 90年

代と比べても、この 30 年で「両立」を理想とする女性が、特に若い世代を中心に増えたことがわかる。 

一方で、図 20の 25～29歳と 30代の理想のライフコースを比較すると、「専業主婦コース」（「非就業・

専業主婦コース」、「結婚退職・専業主婦コース」、「出産退職・専業主婦コース」の３つ）を選択した女性

の割合が 30 代よりも 20 代の方が多くなっている。この傾向について、同調査では詳細な分析が行われ

ていなかったが、第 2 章の性別分業意識の分析で佐々木（2012）が指摘したように、近年の雇用情勢の

不安定さから、低賃金労働での自己実現や経済的自立が難しくなり、男性に扶養役割を期待するように

なっている未婚女性が増えている可能性がある。 

 

図 20 理想とする（理想としていた）ライフコースに最も近いもの（単一回答）（％） 

 

 抜粋：「女性のライフコースの理想と現実 最も人気の「両立コース」の実現度は 3 割弱。就労継続の鍵は？」（久我、2018）より 

 

 

 3-2 現実ライフコース 

 2018 年の調査では、現代女性の理想のライフコースは、「両立コース」や「再就職コース」の人気が高

かった。では実際に、女性たちの理想はどの程度実現しているのだろうか。 

 ニッセイ基礎研究所が行った調査（久我、2018）では、ライフコースが固まりつつある 40～50代の女

性を対象に理想と現実のギャップを確認している（図 21）。40～50 代の女性で理想と現実のライフコー

スが一致している割合は全体では 41.8％で、理想が「独身非就業コース」と「両立コース」以外では、

各コースとも理想通りのライフコースを歩んでいる割合が多くなっている（とはいえ、実現度が過半数

                                                 
7 55～59歳で「両立コース」を理想とする割合が高い背景として、「男女雇用機会均等法」が施行され

る前の世代であるために女性が働き続けることへの権利意識が強い可能性のほか、ネット調査モニター

属性の影響が挙げられている（久我、2018）。 



を超えているコースは少ないのも実情である）。 

 

図 21 女性のライフコースの理想と現実（40～50代） 

 

抜粋：「女性のライフコースの理想と現実 最も人気の「両立コース」の実現度は 3 割弱。就労継続の鍵は？」（久我、2018）より 

 

 

理想のライフコース別に理想と現実の一致度（実現度）をランキングにして見てみると、実現度が最も

高いのは「独身就業コース」が 7割を超え、次いで「再就職コース」や「結婚退職・専業主婦コース」が

続き、それぞれの実現度は 5割前後となっている（表３）。その一方で、理想のライフコースとして最も

人気の高い「両立コース」の実現度は、9つのライフコースの中で最下位であり、その実現度は 3割にも

満たない。つまり、「両立コース」を理想とする女性が最も多いにも関わらず、現実的にはその 7割が実

現できていないのだ（久我、2018）。なお、「両立コース」を理想とする女性が、現実に歩んだコースと

しては「再就職コース」が最多の 31.6％であり、仕事を辞めずに両立することを理想としていたものの、

結婚や出産で一旦辞めざるを得なかったという様子がうかがえる。 

 

 表３ 40～50代の女性の理想のライフコースおよび理想と現実の一致度ランキング 

 



抜粋：「女性のライフコースの理想と現実 最も人気の「両立コース」の実現度は 3 割弱。就労継続の鍵は？」（久我、2018）より 

 

 

 3-3 両立の断念/実現を規定する要因 

では、「両立コース」を理想通り実現している女性は、どのような特徴があるのだろうか。このことを

確認する前に、まずは女性が「理想のライフコース」を規定する要因についてみていきたい。 

表 4 は、大日（2014）による、本人の理想のライフコースを従属変数とした多項ロジット分析の結果

である。参照カテゴリーは「専業主婦」で、それぞれ、「専業主婦」に比べて「再就職」を回答する確率、

および「専業主婦」に比べて「両立」を回答する確率のロジットを示している。同分析では、本人の年齢、

学校のタイプ、兄弟の数、居住形態（実家か非実家か）、父親の年齢、母親の年齢、父親の学歴、母親の

学歴、母親のライフコースが変数として投入されている。 

その結果、娘の理想ライフコースを形成する要因として母親のライフコースが効果をもつことが示さ

れ、特に、母親が「両立」の場合、娘が理想ライフコースとして、就業を含んだライフコース（「再就職」

と「両立」）を選択する傾向に効果を持つことが提示された（表 4）。その一方で、母親が「再就職」の場

合は、娘も「再就職」を理想とする傾向にのみ効果を与えていた点も注目すべきであり、第 2 章 3 節の

結果同様、同じ母親の就業であっても「再就職」と「両立」は質的に異なる、ということが示唆されたの

である（大日、2014）。 

 

表 4 本人の理想のライフコースを従属変数とした多項ロジット 

 

抜粋：「若年女性における理想ライフコースの形成要因」(大日、2014)より 

 

次に、「両立」を理想のライフコースとした女性が、それを「実際に」断念/実現した、もしくは断念/実

現できると「予想」したことの規定要因について確認する。 



 

2018年に 25～59歳の女性に対して調査を行った久我（2018）は、理想のライフコースを「両立コー

ス」と答えた女性のうち母親を対象に、現実も「両立コース」を歩んでいる女性と、それ以外のコースを

歩んでいる女性の違いを分析している。その結果、「両立コース」を実現している女性は、30代など女性

の社会進出がより進んだ若い年代に多く、また、居住地域は中部地方や九州地方で比較的多くなってい

た（表５）。なお、中部地方のうち、福井県や富山県などの北陸地方は、M字カーブのくぼみが最も浅く、

子育て期の離職が少ない地域となっている（久我、2018）。さらに、高専卒や大学卒（特に共学）、正規

雇用者、母親も「両立コース」を歩んでいること、といった特徴が、「両立コース」を実現している女性

により多くなっていた。また、実家との距離については、「両立コース」を実現している女性は、同居と

近居を合わせると合計 37.0％で、実現していない女性の 32.7％よりもわずかに距離の近い家庭の割合が

大きい。これについて細川（2018）は、もともと実家と同居・近居しているために両立を実現できてい

る可能性もあるが、両立を実現する上で実家を近くに呼び寄せたという可能性もあると考察している。 

 

表５ 理想が「両立コース」で現実は「両立コース」以外の女性と理想通り実現している女性の比較 

 

抜粋：「女性のライフコースの理想と現実 最も人気の「両立コース」の実現度は 3 割弱。就労継続の鍵は？」（久我、2018）より 

 

 これらの結果から、女性が仕事と家庭を両立することへの意識が高い社会（世代や地方、家庭環境）で

育ち、両立に関わる環境（職場の制度や家庭での手助け）が整っているほど、両立を実現できている、と

いうことがわかる。一方で、これらの条件が整っている女性は決して多くないために、「両立コース」の



実現度が低い現状があると細川（2018）は指摘する。 

 

 対して、女性の「理想とするライフコース」と「予想するライフコース」について調査した岩澤（1999）

は、「両立」を理想とする 25歳から 49歳までの未婚女性が「両立を理想としつつも、現実には両立が難

しい」と判断することの規定要因を、多変量解析によって分析している。その結果、「就業のみ」という

予想には：〈現在年齢が高いこと〉、〈母親が育児専業であった〉、〈従業員数 300人以上〉、〈仕事で私生活

が犠牲になりがち〉、といった変数が有意差を示していた（表６）。両立を理想としつつも、年齢が高くな

ると両立を断念し、非婚や DINKS（結婚をするが子をもたず、就業を続けること）が現実の可能性とし

て浮上してくる、ということである。 

また、「育児専業」という予想においても：〈母親が育児専業であった〉、〈従業員数 300 人以上〉、〈仕

事で私生活が犠牲になりがち〉といった変数が有意差を示していた（表６）。このことから、大企業勤務

である場合は、両立を理想としながら、現実には結婚・出産によって仕事を中断、あるいは離職する可能

性が高いことがわかる。さらに、母親のライフコースが育児専業であった場合、娘は両立を理想としてい

ても、それを断念し、一度仕事を辞めて子育てに専念するか、子育てを諦めて仕事に専念する傾向が強

い、ということが示唆される。 

 

表６ 「両立」を理想とする独身女性の予想するライフコースの規定要因 

 

抜粋：「だれが「両立」を断念しているのか ―未婚女性によるライフコース予測の分析―」(岩澤、1999)より 

 



一方で、「両立を実現できる」という予想には、〈母親が両立を経験〉、〈官公庁勤務〉、〈昇進の見込みが

ある〉といった変数が関連していた（表６）。母親が両立を経験していると本人も両立実現を予測する傾

向がある、ということだ。また、大企業においては両立が断念される傾向にあるのに対し、官公庁勤務の

場合は両立を実現できると考えやすい傾向にあることは、民間企業と官公庁における両立をめぐる環境

的格差の存在を指摘できたことになると岩澤（1999）は述べている。加えて、この調査において注目す

べき点は、現在の年収が高いほど就業継続を目指すという傾向は見られなかったことである。むしろ昇

進の見込みがないことや、仕事で私生活が犠牲になっているという感覚が両立を断念することに大きく

関与しているのである。 

これらの結果を受けて岩澤（1999）は、大企業における女性の活用が進む中で、私生活とのバランス

が保障される就業環境の整備が両立を断念する女性の減少につながると指摘する。また、母親のライフ

コースが娘の両立達成の見込みに有意に関連しているという結果から、女性の就業パターンの世代を通

じた再生産を指摘し、職場環境といった現在の状況の改善だけでは両立の断念を解消できない可能性が

あるのではないか、と提起している。両立の経験にともなう有用な情報が母親からのみではなく、広く社

会を通じて伝達されるような仕組みが求められよう。 

 

 

４． Web アンケート調査 

4-1 目的と調査方法 

   第 1 章では性別役割分業に対する意識と実態に乖離があることや、第 2 章では「女性の方が家事・

育児に向いている」意識の方が「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」意識よりも根強くあること、

幼少期の状況が性別役割分業意識の形成に強く影響することなどを確認し、第 3 章では年齢が若いほど

「両立コース」を理想とする女性が多い傾向にあること、その一方で最も人気の高い「両立コース」の実

現度は 3 割にも満たないこと、また性別役割分業意識同様、娘のライフコースを形成する要因として母

親のライフコースが効果をもつことなどを確認していった。 

 第 4 章では、自身が日常生活で周囲の友人のライフプランや就職活動の話を聞き、現代の女性（特に

大学生）はどのようなライフコースを理想としているのか疑問に思ったことや、第 2 章での性別分業意

識の趨勢や第 3章の女性のライフコースの分析結果でも、20代における“性別分業意識の揺り戻し”が

若干程度見られたこを踏まえて、Web アンケート調査を実施し、「現役女子大学生の理想/予想ライフコ

ースは何であるのか」「性別役割分業意識に対しては肯定的/否定的なのか」の回答が先行研究の結果と一

致するのかを確認したい。また、性別役割分業意識や女性のライフコース選択の規定要因として「母親の

ライフコース」が多くの先行研究の中で取り上げられていたので、Web アンケート調査でこの結果とも

一致するかを確認する。 

 今回の調査対象者は、筆者の交友関係内となる。調査期間は 2019 年 1 月 17 日～23 日の 1 週間で、

Google フォームを利用したアンケートに回答を依頼した。回答者はお茶の水女子大学、慶應義塾大学、

神戸大学、国際教養大学、上智大学、東京外国語大学、東京大学、東京農工大学、東京理科大学、名古屋

大学、一橋大学、星薬科大学、横浜市立大学、横浜国立大学、早稲田大学、の現役女子大学生（3，4 年

生）のべ 113人であった。筆者の友人らが回答者であるため、いわゆる「高学歴女子」に限定されること



となり、日本社会全体の傾向を反映することにはならないが、ひとつの層における新たなサンプルを提

示できる、という意味で意義があると考える。質問は以下の①～⑪のものに選択式で回答してもらった

（⑫、⑬は任意である）。 

 

① 「あなたの理想のライフコースは何ですか？」 

1. 独身非就業コース 

2. 独身就業コース 

3. 非就業・専業主婦コース 

4. 結婚退職・専業主婦コース 

5. 出産退職・専業主婦コース 

6. 配偶者転勤で退職・専業主婦コース 

7. 再就職コース（学校卒業後に仕事に就き、結婚または出産、配偶者の転勤などを機に退職す

るが、再び仕事を始める） 

8. DINK コース（学校卒業後に仕事に就き、結婚するが子どもを持たず、仕事を続ける） 

9. 両立コース（学校卒業後に仕事に就き、結婚または出産後も育児休暇制度などを利用して、

仕事を続ける） 

 

② 「理想は理想として、あなたが予想するあなたのライフコースは何だと思いますか？」 

→①と同じ選択肢 

 

③ 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきだと思いますか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

④ 「女性の方が男性より家事・育児に向いていると思いますか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

⑤ 「子どもが 3 歳くらいまでは、母親は育児に専念するのが望ましい、もしくはあなたはそう

したい、と思いますか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

⑥ 「子どもが 6歳くらい（小学校に入学する）までは、母親は育児に専念するのが望ましい、も

しくはあなたはそうしたい、と思いますか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

⑦ 「子どもが 12 歳くらい（小学校を卒業する）までは、母親は育児に専念するのが望ましい、

もしくはあなたはそうしたい、と思いますか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 



⑧ 「あなたのお母様のライフコースは何でしたか？」 

→①と同じ選択肢 

 

⑨ 「⑧で「再就職」を選択された方は、あなたが何歳の時にお母様は再び仕事を始められました

か？」 

0~3 / 4~6 / 6~12 (小学生の時) / 12~15 (中学生の時)/ 15~18 (高校生の時)/ 18~ (大学生の時) 

 

⑩ 「配偶者には、自分よりも稼いで家族を経済的に支えてもらいたいですか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う / どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

⑪ 「結婚したら、できるだけ（配偶者と同じくらいかそれ以上）稼いで、家族を経済的に支えた

いですか？」 

そう思う / どちらかというとそう思う/ どちらかというとそう思わない / そう思わない 

 

⑫ 差し支えなければあなたの大学名を教えてください（任意） 

⑬ 差し支えなければあなたの名前を教えてください（任意） 

 

 

4-2 仮説 

【仮説 1】 

まず、①理想のライフコースとしては、いわゆる“高学歴女子”を対象にした調査なので、育児休暇な

どを利用した「両立コース」を選択する人が一番多く、次いで「再就職コース」が多くなると考える。近

年、ワークライフバランスが話題となり、大企業でも女性の活躍を後押しするために育児制度を整えて

いる会社が増えていることから、②の「予想ライフコース」でも「両立」の割合は①と比べて大幅に減る

ことはないのではないだろうか。 

また、①、②の質問で「専業主婦コース」を選択する人は一定数いるとも考える。理由として、まず学

歴が高い女性は配偶者も学歴・収入が高いことが予想されること、さらに、出身階層が高いほど母親が専

業主婦である割合が高い（大日、2014）ので、娘も専業主婦志向である可能性は高いと考える。 

 

【仮説 2】 

⑧での母親のライフコースが「専業主婦」または「再就職」の場合、③「男性は外で働き、女性は家庭

を守るべきだと思いますか？」、④「女性の方が男性より家事・育児に向いていると思いますか？」、⑤

「子どもが 3 歳くらいまでは、母親は育児に専念するのが望ましい、もしくはあなたはそうしたい、と

思いますか？」の回答が「そう思う」「どちらかというとそう思う」となる可能性は、母親が「両立コー

ス」の時よりも高くなると考える。これは、第 2 章 3 節（性別分業意識の規定要因）の先行研究（佐々

木、2012）の結果で、母親が「両立」を実現している時だけ、性別役割分業に否定的な意識を持つ効果

が確認されているためである。 

 



【仮説 3】 

⑧で母親が「両立コース」の場合、①の理想ライフコースとして、就業を含んだライフコース（「再就

職コース」と「両立コース」）を選択する。一方、⑧で母親が「再就職コース」の場合は、娘も「再就職」

を理想とする（「両立は選びにくい」）と考える。これは、第 3章 3節（両立の断念/実現を規定する要因）

の先行研究（大日、2014）において、提示された結果であり、この結果と一致するか確認したい。 

 

【仮説 4】 

⑧での母親のライフコースが「両立コース」でない場合、②の予想するライフコースとして「両立コー

ス」を選ぶ割合は少なくなると考える。これも第 3 章 3節（両立の断念/実現を規定する要因）の先行研

究（岩澤、1999；久我、2018）において、母親が「両立」を経験していると、娘が「予想ライフコース」

において両立実現を予測する傾向があることが確認されたためである。 

 

 

4-3 結果と考察  

4-3-1 アンケートの回答 

 前述したように、調査期間は 2019 年 1月 17日～23日の 1週間で、回答者はお茶の水女子大学、慶應

義塾大学、神戸大学、国際教養大学、上智大学、東京外国語大学、東京大学、東京農工大学、東京理科大

学、名古屋大学、一橋大学、星薬科大学、横浜市立大学、横浜国立大学、早稲田大学、の現役女子大学生

（3，4年生）のべ 113人であった。以下は、アンケート結果であり、図①～⑲は結果をもとに筆者が作

成した。 

 

 

アンケート結果より筆者作成 

 

理想のライフコースとしては、約 70％の人が「両立コース」を選択し、次に多かったのが「再就職コ

ース」の 17.7％、そして結婚退職・出産退職・配偶者転勤を合わせた「専業主婦コース」が 9.8％であっ

た（図①）。また、結婚をするが子どもを持たずに仕事を続ける「DINK コース」を選択した人は 2.7％

となっていた。 



 

 

 続いて、現役女子大学生が予想するライフコースでは、「両立コース」が 49.6％、「再就職コース」が

31.9％、「専業主婦コース」が 8％となっていた（図②）。ここで注目すべきは、「理想のライフコース」

では 69.9％であった「両立」が約 50％となっており、次の項の図⑫でも確認するが約 4割の人が「両立」

は実現不可能だと予測していることである。女性の社会進出やワークライフバランスが謳われる中で、

約４割の人が「両立」の実現を困難だと捉えている事態は、深刻に捉えるべきだと感じる。また、「理想

のライフコース」では 1人も選択していなかった「独身・就業コース」を選択した人が 8.8％いることも、

将来の結婚ができるかどうかを不安視する状況が反映されていると感じる。 

 

  

 

 続いて、性別役割分業に関する意識調査結果である（図③、④）。「男性外で働き、女性は家庭を守る

べき」意識に関しては、否定的な意見が 79.6%と、8割近くにのぼった。一方で、20％の女性が、固定的

性別役割分業に肯定的であることは驚きであった。また、④「女性の方が男性より家事・育児に向いてい

る」と考えている人は、55.7％で、③の肯定派よりもさらに多くの女性が「女性のケア役割」意識を持っ

ていることもわかった。 

 



  

 

 

 

 図⑤～⑦は、育児専念に関する質問の回答結果である。「子どもが 3歳くらいまでは、母親は育児に専

念すべき、もしくは自分自身はそうしたい」と考えている人は全体の 76.1％であり、「子どもが６歳くら

いまでは、母親は育児に専念すべき、もしくは自分自身はそうしたい」と考えている人も過半数であっ

た。一方で、子どもが小学校に入学した後になると、育児に専念することに否定的な人の方が増え、賛成

派が少数となることがわかった。 

 

 

 

 次に、回答者の母親のライフコースに質問した結果が図⑧である。一番多かったのが「専業主婦コー

ス」の 41.6％、続いて「再就職コース」の 36.3％で、「両立コース」は 21.2％となっていた。「専業主婦



コース」が一番多くなっていたことは、時代・世代的な効果が大きく関与していると思われるが、それと

ともに出身階層が高いほど母親が専業主婦である割合が高いという大日（2014）の指摘もその説明にな

ると考えられる。 

 

 

 なお、質問⑧で「再就職コース」であった回答者の母親のうち、小学校入学前に仕事を始めた人は

12.2％、小学生の時に開始した人は 36.6％で、全体では小学校卒業後に再び仕事を始めた人の方が多い

ことがわかった（図⑨）。 

 

 

 

 

 最後に、「配偶者には自分よりも稼いで家族を経済的に支えてもらいたいか/自分の方が、または配偶者

と同じくらい稼ぎたいか」を訪ねた質問の回答結果である（図⑩、⑪）。なお、これまで性別役割分業意

識に肯定的な意見を赤色、否定的な意見を青色にして図を作成してきたことから、図⑩と図⑪では「そう

思う」「そう思わない」で使用している色が反転している。アンケート結果によると、「配偶者には、より

家族を経済的に支えてもらいたい」と回答した人が過半数を超える一方で、「自分自身もしっかりと稼い

で家族を経済的に支えたい」と考える人が 8 割近くいることから、配偶者に経済面のすべてを期待して

いるわけではないと考えられる。 

 



4-3-2 仮説の検証 

続いて、アンケート結果をもとに質問の回答を組み合わせて、仮設の検証を行った。 

 

【仮説１の検証】 

≪①理想のライフコースとしては、「両立コース」を選択する人が一番多く、次いで「再就職コース」

が多くなると考える。近年、ワークライフバランスが話題となり、大企業でも女性の活躍を後押しするた

めに育児制度を整えている会社が増えていることから、②の「予想ライフコース」でも「両立」の割合は

①と比べて大幅に減ることはない。≫というのが仮説であった。 

 

 

図⑫は①「理想のライフコース」として「両立コース」を選択した人が、②自分の実際のライフコー

スがどのようになるかを「予想」した結果である。①では回答者全体のうち最多の 7割の人が「両立」を

志向していたが、図⑫を見ると、そのうち「両立」が将来実現できると感じている人は 6割しかおらず、

26.6％の人が一度仕事を辞める「再就職」を選択すると予想していることが確認された。また、「両立」

を理想としていた人のうち 10％の女性が、仕事と家庭を「両立」できないのであれば、家庭を持たずに

仕事に専念するのではないか、と予想していることもわかった。 

 

 



 続いて図⑬は、「理想のライフコース」を「再就職」とした人が、実際はどのライフコースを歩むの

かを予想した結果である。図⑫の「両立」を理想とした人と同様、「再就職」を理想とした人も４割の人

はそれが実現不可能だと考えている。そのうち、「専業主婦コース」を選んだ人が最も多く、一度仕事を

辞めた後は復帰せずに育児・家事に専念することになるのではないかと予想していることがわかる。一

方で、10％の人が「再就職」ではなく「両立」を選択していることから、仕事を辞めて育児に専念する期

間を求めていても、（家庭環境/職場環境などが理由で）仕事を続けざるを得ないのではないか、と考えて

いるのかもしれない。また、現代社会における女性の社会進出の潮流の中で、両立すべきだというプレッ

シャーを感じている可能性もある。 

 

 

 図⑭は、「結婚退職・専業主婦コース」「出産退職・専業主婦コース」「配偶者転勤で退職・専業主婦コ

ース」のいずれかを「理想のライフコース」とした人が予想する、将来の自分自身のライフコースである。

注目すべきは、「専業主婦」を理想としている人の半数以上が「両立」を「予想ライフコース」において

選択したことである。「再就職」を理想としながらも「両立」を選んだ人同様に、「専業主婦」となること

を理想としながらも、（家庭環境/職場環境などが理由で）仕事を続けざるを得ないのではないか、と考え

ている、もしくは、両立すべきだというプレッシャーを感じている可能性がある。なお、図⑭には表しき

れていないが、アンケート結果の詳細をみると、「専業主婦コース」を選んだ人の中で「理想ライフコー

ス」と「予想ライフコース」が一致している人はひとりもおらず、例えば「結婚退職・専業主婦コース」

を理想とした人が「出産退職・専業主婦コース」を予想していたり、「出産退職・専業主婦コース」を理

想とした人が「再就職コース」を予想していたりと、一致度としては 0％になっていた。 

 

 

【仮説 2の検証】 

≪第 2 章 3 節（性別分業意識の規定要因）の先行研究（佐々木、2012）の結果から、⑧での母親のライ

フコースが「専業主婦」または「再就職」の場合、③、④、⑤、の回答が「そう思う」「どちらかという

とそう思う」となる可能性が高い。≫というのが仮説であった。 



 

 図⑮は、母親のライフコース別にみた、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」意識に対する回答

である。この固定的性別役割分業意識については、仮説通りの結果となり母親が「両立」、「再就職」、「専

業主婦」の順番で否定的意見が多くなっていた。特に、「そう思わない」のみに注目するとその傾向は顕

著であり、母親のライフコースが「両立」の場合のみにおいて過半数の女性が「そう思わない」を選択し

ていた。 

 

続いて図⑯は母親のライフコース別にみた、「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識に対

する回答である。こちらの回答結果は仮説とは異なり、「そう思わない」「どちらかというとそう思わな

い」を合わせた否定的意見をみると、母親のライフコースごとの差異は見られなかった。「家事育児意識」

については母親のライフコースではなく、他の要因が意識の形成に関わっている可能性がある。 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専業主婦コース

再就職コース

両立コース

図⑮ ⑧の母親のライフコース別・③「男性は外で働き、

女性は家庭を守るべきだと思いますか？」の回答

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専業主婦コース

再就職コース

両立コース

図⑯ ⑧の母親のライフコース別・④「女性の方が男性

より家事・育児に向いていると思いますか？」の回答

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない
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専業主婦コース

再就職コース

両立コース

図⑰ ⑧の母親のライフコース別・⑤「子どもが3歳くら

いまでは、母親は育児に専念するのが望ましい、もしく

はあなたはそうしたい、と思いますか？」の回答

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない



 図⑰は母親のライフコース別にみた育児専念に関する意識調査の結果である。こちらは、図⑮同様に、

母親のライフコースが「両立」、「再就職」、「専業主婦」の順番で否定的意見が多くなっており、仮説通り

の結果であった。特に、母親が育児に専念していた家庭では、娘もその方が望ましい、またはそうしたい、

と考えるのに対して、母親が「両立」を経験している家庭ではその必要性はないと考える割合が多くなる

ことがわかった。 

 

 

【仮説 3の検証】 

≪第 3章 3節（両立の断念/実現を規定する要因）の先行研究（大日、2014；久我、2018）から、⑧で

母親が「両立コース」の場合、①の理想ライフコースとして、就業を含んだライフコース（「再就職コー

ス」と「両立コース」）を選択する。一方、⑧で母親が「再就職コース」の場合は、娘も「再就職」を理

想とする（「両立は選びにくい」）。≫というのが仮説であった。 

 

 

 

 図⑱は、母親のライフコース別にみた、回答者の「理想のライフコース」の結果である。母親が「両立」

を経験している時、娘は 83.3％が「両立」を、12.5％が「再就職」を理想だとしており、仮説の通り、就

業を含んだライフコースを選択する割合は母親が「再就職」「専業主婦」の時よりも大きくなっている。

一方で、母親が「再就職コース」であってもその娘の 80.5％は「両立」を理想としており、母親が「両

立」の時と大きな差はなかった。なお、母親が「専業主婦」の場合は、他に比べて「再就職」を理想とす

る人多くなっていた。 

 

 

【仮説 4の検証】 

≪第 3章 3節（両立の断念/実現を規定する要因）の先行研究（岩澤、1999）から、⑧での母親のライフ
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両立コース

図⑱ ⑧の母親のライフコース別・①「あなたの理想のライフコー

スは何ですか？」の回答

独身・就業コース

結婚退職・専業主婦コース

出産退職・専業主婦コース

配偶者転勤で退職・専業主婦コース

再就職コース

DINKコース（結婚するが子どもを持たず、仕事を続ける）

両立コース



コースが「両立コース」でない場合、②の予想するライフコースとして「両立コース」を選ぶ割合は少な

くなる。≫というのが仮説であった。 

 

 

 母親のライフコース別に「予想ライフコース」を確認した結果が図⑲である。仮説の通り、母親が「両

立」を経験している時に比べて、そうでない場合は「両立」を予想する割合が少なくなっているが、母親

が「再就職」の時と「両立」時の差はあまり大きくない。一方で、母親が「両立」の場合は「両立」を、

「再就職」の場合は「再就職」を、「専業主婦」の場合は「専業主婦」自分のライフコースとして予想す

る割合が、それぞれ母親が他のライフコースの時と比べて大きくなっているのは特徴的である。母親の

ライフコースに意識的に/無意識的に影響を受けている人が多いことが伺える。 

 

 

５． おわりに 

第 1章では、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」という固定的性別役割分業に対して否定的な

人が増えているにも拘わらず、日本の男性の家事・育児の時間が他の先進諸国に比べて目立って低いこ

とや、出産・育児期にあたる多くの女性が家庭に入って育児に専念する実態から抜け切れていないこと

など、意識と実態の乖離を確認した。そしてその要因として、社会のシステムが国民の意識をサポートす

るような制度設計になっていないことを考え、OECD 諸国における家族政策のための支出規模やその内

容を比較し、またその根底にある各国における福祉に対する考え方を確認した。さらに、性別役割分業意

識の多次元性と日本社会での専業主婦の位置づけについても検討した。 

第 2章では、まず、戦前から戦後、そして高度経済成長期、低成長期にかけて家庭内の女性の家事育児

機能が強調され、母性観、そして性別役割分業が日本社会で確立されていったことを確認した。そして次

に、性別・年齢（出生コーホート）・学歴・就業状況といった個人属性ごとに、性別役割分業意識の趨勢

を見ていった。その中で、「女性の方が家事・育児に向いている」意識の方が「男性は外で働き、女性は
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図⑲ ⑧の母親のライフコース別・②「理想は理想として、あなた

が予想するあなたのライフコースは何だと思いますか？」の回答

独身・就業コース

結婚退職・専業主婦コース

出産退職・専業主婦コース

配偶者転勤で退職・専業主婦コース

再就職コース

DINKコース（結婚するが子どもを持たず、仕事を続ける）

両立コース



家庭を守るべき」意識よりも根強くあること、また、近年では先行研究で指摘されてきた個人の属性（年

齢、学歴、就業形態）の効果が昔に比べて表れにくくなっていることが確認された。最後に、性別役割分

業意識の規定要因を探り、男女ともに幼少期の状況が性別役割分業意識の形成に強く影響すること、特

に母親が「両立」で就労している場合に、娘が性別役割分業意識に対して否定的な意識を抱く可能性がよ

り高くなることがわかった。 

第 3 章では、未婚女性の「理想のライフコース」は、調査回を追うごとに「両立」と「再就職」が増

え、「専業主婦」が減少していること、年齢が若いほど「両立コース」を理想とする女性が多い傾向にあ

ること、一方で 2018年の調査では 25～29歳と 30代の理想のライフコースを比較すると、「専業主婦コ

ース」を選択した女性の割合が 30代よりも 20代の方が多くなっていることなどを確認した。次に、「理

想のライフコース」と「現実のライフコース」を比較した際に、「再就職コース」や「結婚退職・専業主

婦コース」の実現度は 5 割前後となっている一方で、理想のライフコースとして最も人気の高い「両立

コース」の実現度は 3割にも満たないことがわかった。なお、「両立コース」を理想とする女性が、現実

に歩んだコースとしては「再就職コース」が最多の 31.6％であった。最後に、娘の理想ライフコースを

形成する要因として母親のライフコースが効果をもつこと、特に母親が「両立」を経験していると、娘が

「理想ライフコース」として就業を含んだライフコースを選択することや、「予想ライフコース」におい

て両立実現を予測する傾向があることも確認した。 

そして第 4章では、現役女子大学生 113人に Webアンケートを実施し、筆者が抱いていた疑問の回答

を得るとともに、先行研究の結果と回答が一致するかの確認を行った。その結果、回答者の 7 割が「両

立」を理想のライフコースとしていたのに対して、そのうちの約 4割の人が「両立」は実現不可能だと予

測していることや、過半数の人が「女性の方が男性より家事・育児に向いている」と考えていること、「子

どもが 3 歳くらいまでは、母親は育児に専念すべき、もしくは自分自身はそうしたい」と考えている人

は全体の 76.1％いることを確認することができた。また、仮説の検証の結果、母親のライフコースが「男

性は外で働き、女性は家庭を守るべき」意識や育児専念に関する意識の形成に関連していること、その一

方で「女性の方が男性より家事・育児に向いている」意識には関連性が見られないことがわかった。さら

に、母親のライフコースが「理想のライフコース」や「予想するライフコース」の既定に、多少は有意な

影響を与えていることも確認できた。 

 今回筆者にとって一番の驚きであったのは、「両立」を理想とする女子大学生のうち 4割もの人がその

実現は不可能かもしれない、と考えていることであった。近年、女性の社会進出や働き方改革が進み、政

府や企業が様々な制度の設計に取り組んでいる中で、このような数値が出たことは注目に値すると考え

る。またその一方で、「専業主婦」や「再就職」を理想とする人の中にも、自身の将来のライフコースを

「両立」と予測している人が一定数いたことも、本人の意向を実現できない環境が存在していることを

改めて認識させられるものであった。今回の調査は、先行研究の結果と比較するために、「母親のライフ

コース」に関連した質問に絞っていたが、他にも有意なライフコースの規定要因があると思うので、今後

はそこを検証したい。 

 また、男性の性別役割分業意識やライフコースの規定要因についても、今後の研究課題としていきた

い。第 4章で深く掘り下げることができなかったが、Webアンケートの質問項目である⑩「配偶者には、

自分よりも稼いで家族を経済的に支えてもらいたいですか？」、図⑪「結婚したら、できるだけ（配偶者

と同じくらいかそれ以上）稼いで、家族を経済的に支えたいですか」の２つは、男性の性別役割分業意



識・ライフコースに関する調査を意識したものであった。内閣府の調査によると、「家族のために仕事は

継続しなければならない」と回答した男性は全体の 8 割弱で、同様の役割を男性に期待する女性も全体

の 8 割と多くなっていた（内閣府男女共同参画局、2014）。さらに、「仕事で業績を上げ評価されたい」

と回答した男性は全体の 6 割強なのに対して、女性は 7 割強の人が夫に対し同様の期待を持ち、年代が

高くなると肯定する男性は減少するのに対し、女性ではあまり減少せず、男女の意識ギャップがあるこ

とが確認されている。男女共同参画社会の実現は、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作

ることである。そのための制度設計と意識改革には、何が障壁となっているのか、また、何が変革の糸口

になっているのか、しっかりと把握し、行動に移すことが重要であろう。 
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